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六ケ所再処理⼯場のアクティブ試験等に関する質問主意書要約（１，２⾴） 

詳細：質問＆答弁＆コメント Q&A&C（３〜８⾴）資料（９⾴） 

この⽂書は、六ヶ所再処理⼯場のアクティブ試験（使⽤済燃料を⽤いた総合試験）を完了しない
まま⼯場を竣⼯・操業しようとする⽅針について、参議院議員ラサール⽯井⽒が政府に質問し、
それに対する政府答弁と作成者によるコメントをまとめたものです。 

主な論点                                                           
1. アクティブ試験の重要性 質問者は、アクティブ試験、とりわけ⾼レベル放射性廃液のガラス
固化試験は、再処理⼯場が安全かつ正常に運転できるかを確認する最も重要な総合試験であり、
省略や先送りは安全上問題があると主張しています。⼀⽅、政府は、                           
① 2013 年の新規制基準導⼊により制度が変更されたこと                             
② 旧制度の性能確認基準（旧再処理規則第 6 条の 2）が削除されたこと 
を理由に、「アクティブ試験を⾏っても新規制基準への適合性確認にはならない」と回答してい
ます。作成者は新規制基準の適合性確認だけでは、アクティブ試験の総合実技試験によりわかっ
た運転トラブル（不適合*）等についての対応ができず重⼤事故の現場対応ができていないと批判
しています。 *アクティブ試験中の（2006.3.31〜2010.3.31）に 981 件の不適合あり。アクティブ試験総
合評価等経過報告⽇本原燃（平成 22 年 6 ⽉） 

 

2. ガラス固化試験の先送り ⽇本原燃は、当初は竣⼯前に予定していたガラス固化設備の性能確
認を、竣⼯後へ先送りする⽅針に変更しました。 質問者は                           
① これは当初計画に反する                                          
② 安全確認を⼗分に⾏わないまま操業することになる と批判しています。               
政府は 必ずしも不適切ではないとの⾒解を⽰しています。 

 

3. 旧規則削除への疑問 質問者は以下を質問しました。                                      
① 旧再処理規則第 6 条の 2（性能の技術上の基準）がなぜ削除されたのか              
② 誰が決定したのか                                              
③ 削除された性能基準（処理能⼒・回収率・製品品質など）は現在どこで担保されているのか   
政府は ①新規制基準導⼊に伴って削除した ②核燃料施設等の新規制基準に関する検討チームが
決定した ③安全上必要な事項は現⾏技術基準に含まれる と回答しましたが、作成者は具体的な
条⽂を⽰しておらず説明不⾜であると批判しています。 

 

4. 過去のアクティブ試験結果 2013 年に⽇本原燃が提出したガラス固化試験報告書について、政
府は新規制基準への対応を優先したため審査していないと答えています。作成者は ①13 年間も
審査されていないのは異常 ②試験結果が⼗分検証されていないと問題視しています。 

 

5. 模擬廃液による検査 ⽇本原燃は実際の⾼レベル廃液ではなく模擬廃液を使って使⽤前事業者
検査を実施する予定です。政府は模擬廃液でも閉じ込め機能は確認できると回答しています。こ
れに対し作成者は①実廃液にはウランやプルトニウムなどの放射性核種が含まれる ②模擬廃液で
は実際のガラス固化性能を確認できない ③⽩⾦族元素による炉の⽬詰まり問題は模擬廃液では検
証できないと反論しています。 

 

nagatafumio
テキストボックス
アクティブ試験の検証なしのしゅん工はありえない！



 2 

6. 廃液組成の情報公開 質問者は①⾼レベル廃液に含まれる元素 ②模擬廃液の組成の公開を求
めました。政府は①実廃液は組成が変動する ②模擬廃液は商業秘密 として詳細な開⽰を避けま
した。作成者は、安全性評価には必要な情報であり、説明が不⼗分だとしています。 

 

7. 最終的な主張 質問者は、①アクティブ試験は 20 年間積み重ねてきた総合実証試験である   
②実際にプラントを動かして初めて分かるトラブルが多数存在する ③試験結果を総合評価し、公
表・審査した上で操業の可否を判断すべきと主張しています。                          
政府は、①新規制基準への適合審査と原⼦⼒規制検査で安全性は確認できる重⼤事故防⽌につな
がる との⽴場を維持しています。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

⽂書全体のポイント 

この⽂書は、重⼤事故＊を防ぐために「アクティブ試験を最後まで実施し、その結果を⼗分に評価
してから六ヶ所再処理⼯場を操業すべきだ」という⽴場から、政府答弁に対する批判と問題提起
をまとめたものです。                                 
＊現有する⾼レベル廃液 227m3 中のセシウム 137が均等に円状に降下すると仮定すると居住禁⽌区域は半
径 291km、移住必要区域は半径 475km（北海道から福島県まで同区域になる）脱原発政策実現ネット想定 

争点は主に次の 3 点です。 

① アクティブ試験を省略・先送りしてよいのか  
② 新規制基準だけで安全性を⼗分確認できるのか  
③ ガラス固化設備の性能や⾼レベル廃液処理能⼒を実廃液で確認しないまま操業してよいの

か  

⽂書は、政府答弁と、それに対する作成者の反論・考察を対⽐させる構成になっています。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

原案作成は三陸の海を放射能から守る岩⼿の会です。 
原案をラ・サール⽯井参議院事務所で確認され、新たな観点も加え提出質問書を作成し 
2026 年 7⽉ 16 ⽇参議院議⻑関⼝昌⼀殿へ提出 
2026 年 7⽉ 28 ⽇内閣総理⼤⾂⾼市早苗殿からの答弁書を受領しました。 
 
質問主意書（html） 
https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/221/syuh/s221081.htm 
 
答弁書（pdf）html 形式はまだ HPにアップされていない（2026.8.3 現在） 
https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/221/toup/t221081.pdf 
 
お礼 
 ラ・サール⽯井参議院議員さんと議員事務所⻄尾秘書さんはじめみなさんには 
 ⽂書の⾒直しをはじめ⼤変お世話になりました。おかげさまで政府の考えが 
 明確になり、今後の活動等に活かすことができ、⼤変感謝しております。 
 
 
 
以上の 2 ⾴は要点であり。3 ⾴から 8 ⾴は質問 Q＆答弁 A＆コメント C形式で 
詳細にコメントいたしました。 
 
尚 質問や答弁で問題にしました旧再処理規則第 6 条の 2（性能の技術上の基準）に 
ついては巻末 9 ⾴に、関連する原⼦炉等規制法第 46 条とともに掲載しておりますので 
ご覧ください。                           （永⽥） 
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六ヶ所再処理⼯場のアクティブ試験等に関する質問主意書 Q&A&C 

質問第⼋⼀号 
六ヶ所再処理⼯場のアクティブ試験等に関する質問主意書 
右の質問主意書を国会法第七⼗四条によって提出する。 
  令和⼋年七⽉⼗六⽇                    ラサール⽯井 
 参議院議⻑ 関⼝ 昌⼀ 殿 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

内閣参質 ⼆⼆⼀ 第⼋⼀号  
令和⼋年七⽉⼆⼗⼋⽇  

内閣総理⼤⾂ ⾼市早苗  
参議院議⻑ 関 昌 ⼀ 殿  
参議院議員ラサール⽯井君提出六ヶ所再処理⼯場のアクティブ試験等に関する質問 に対

し、別紙答弁書を送付する。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
   六ヶ所再処理⼯場のアクティブ試験等に関する質問主意書 
＜前 ⽂＞ 
 ⽇本原燃株式会社（以下「⽇本原燃」という。）は⼆〇⼆⼆年⼋⽉⼆⼗三⽇、「六ヶ所
再処理⼯場の概要」を公表した。同資料では、六ヶ所再処理⼯場（以下「再処理⼯場」と
いう。）の竣⼯までに、「中断していたアクティブ試験の再開」、「ガラス固化設備の使
⽤前検査」等の六項⽬を実施するとされた。しかし、⽇本原燃は⼆〇⼆五年⼗⼆⽉、失敗
が続く⾼レベル廃液のガラス固化について、使⽤前事業者検査の対象とせず、竣⼯後に先
送りするという⽅針に転換した。ガラス固化検査を含むアクティブ試験は、再処理⼯場が
計画どおり運転できるか⾒極めるための最も重要な総合試験と考える。ガラス固化検査を
⾏わないまま竣⼯を急ぐことは、安全⾯から望ましくないと考える。 
 再処理⼯場に貯蔵されている⾼レベル廃液は、⼆〇⼆五年三⽉現在で⼆百⼆⼗七⽴⽅メ
ートルとされている。再処理⼯場の電源喪失等により当該廃液が冷却不能になった場合、
化学爆発及びセシウム１３７等の放射性物質の拡散が危惧される。脱原発政策実現全国ネ
ットワークが、放射性物質については均等に円状に降下すると仮定し、セシウム１３７に
よる汚染の範囲についてはチェルノブイリ原発事故時を基準として想定したところ、居住
禁⽌区域は半径⼆百九⼗⼀キロメートルとの結果が得られた。また、移住必要区域は半径
四百七⼗五キロメートルとなり、この場合、北海道から福島県までが同区域に⼊ることと
なる。 
 再処理⼯場の操業に当たっては極めて⾼度な安全性の確保が求められると考える⽴場か
ら、以下質問する。 
 
参議院議員ラサール⽯井君提出六ヶ所再処理⼯場のアクティブ試験等に関する質問に対す
る答弁書  
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＜以下 Q 質問 &  A 答弁 &  C コメント＞ 
Q: ⼀ ガラス固化検査を含むアクティブ試験は、再処理⼯場が正常に機能するか、⽇本原
燃が再処理⼯場を計画どおり安全に運転できるかを⾒極めるための最も重要な総合試験と
考えるが、政府の⾒解を⽰されたい。 
A: ⼀並びに三の前段及び中段について  
従来、原⼦⼒規制委員会設置法(平成⼆⼗四年法律第四⼗七号)による改正前の核原料物質、
核燃料物 質及び原⼦炉の規制に関する法律(昭和三⼗⼆年法律第百六⼗六号。以下「旧法」
という。)第四⼗六条の規定に基づき、再処理事業者(旧法第四⼗四条の四第⼀項に規定す
る再処理事業者をいう。)は、再処理施設(旧法第四⼗四条第⼆項第⼆号に規定する再処理
施設をいう。以下同じ。)について、その性能が、原⼦⼒規制委員会設置法の⼀部の施⾏に
伴う関係規則の整備等に関する規則(平成⼆⼗五年原⼦⼒規制委員会規則第⼗六号) 第七
条の規定による改正前の使⽤済燃料の再処理の事業に関する規則(昭和四⼗六年 総理府令
第⼗号。以下「旧再処理規則」という。)第六条の⼆に規定する技術上の基準＊に適合する
かについて、経済産業⼤⾂の検査を受け、これに合格した後でなければ、再処理施設を使
⽤してはならないとしていたところである。⽇本原燃株式会社(以下「⽇本原燃」という。)
は、これに従って、⽇本原燃が有する再処理事業所再処理施設について、御指摘の「アク
ティブ試験」を実施し、取得した結果等により、 当該技術上の基準に適合するかについて
検査を受けようとしていたところである。 
その後、東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故の教訓等を踏まえ、原⼦⼒規制委員会が設置

され、同委員会において、外部有識者も参加する「核燃料施設等の新規制基準に関する検
討チーム」を設置し、新たな基準について議論を⾏い、 当該議論を踏まえ、当該基準の⾻
⼦案や関係法令等の条⽂案を作成し、⾏政⼿続法(平成五年法律第⼋⼗⼋号)に基づく意⾒
公募⼿続及び同法に基づかない任意の意⾒公募を実施した上で、地震や津波への対策の強
化や重⼤事故対策の導⼊等を定めた新規制基準(以下単に「新規制基準」という。)を策定
し、旧法 第四⼗六条の規定に基づく検査の基準として、新規制基準を⽤いることとし、性
能の技術上の基準を定めていた旧再処理規則第六条の⼆は削除したところである。 
現在は、⽇本原燃が御指摘の「アクティブ試験」を⾏ったとしても、同委員会は、新規制

基準への適合性を確認することはできないと考えている。  
＊第六条の⼆（性能の技術上の基準）は巻末を参照してください。 

C: 答弁は質問⼀と質問三の前段と中断についてである。 
質問三旧再処理規則第六条の⼆（技術上の基準）の削除を決定した主体と削除理由につい
て「再処理事業所再処理施設について、“アクティブ試験”を実施し、取得した結果等によ
り、＜原発事故前の＞旧再処理規則第六条の⼆に適合するかについて検査を受けようとし
ていた。」「“核燃料施設等の新規制基準に関する検討チーム”を設置し、新規制基準を⽤い
ることとし、（性能の技術上の基準）を定めていた旧再処理規則第六条の⼆は削除したとこ
ろである。」と答えている。 
この“検討チーム”は 2013.4.15 から同年 10.24 まで 20 回の会合で新規制基準の案が作成

された。構成メンバーは更⽥豊志原⼦⼒規制委員を中⼼に外部専⾨家 5名、原⼦⼒規制庁
12名、原⼦⼒安全基盤機構 3名、原⼦⼒研究開発機構 3名の 24名であった。20 回の各議
事内容は新規制基準が主であり「旧再処理規則第六条の⼆の削除」や関連し「アクティブ
試験」について論議された形跡はなく、突然同年 9 ⽉ 12 ⽇から⾏われたパブコメ＊の資料 
“委員会規則案⽂” 1083 ⾴の 314 ⾴に削除とする案が提⽰されていただけであった。そも
そも福島原発事故を踏まえ再処理⼯場の性能の技術上の基準を厳重にすることがあっても
削除する理由は全くなかったはずである。削除について検討チームで議論がなされていな
いとすると、原⼦⼒規制委員会で削除が決定されたことになるが、ここは確認したい。削
除理由は新規制基準に変更したからと受け⽌められるが、質問三の後段の質問の回答では 
削除された条項を現⾏規則のどの条項で担保されているのか⽰されておらず、調べても不
明であった。 
答弁の後段で質問⼀「アクティブ試験の意義」については答えず「性能の技術上の基準が
削除されており、アクティブ試験で新規制基準への適合性を確認することができない」と
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アクティブ試験の意義がなくなったと暗に⽰唆する答弁であった。新規制基準は基準であ
り、総合実技試験であるアクティブ試験を代替できるとは考えられない。→質問七のコメ
ントを参照してください。 
＊パブコメ：核原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の規制に関する法律施⾏令及び東京電⼒株式会社福島第⼀原⼦⼒発電所原⼦炉施設に
ついての核原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の規制に関する法律の特例に関する政令の⼀部を改正する政令（仮称）（案）等について 

https://warp.ndl.go.jp/web/20180604080405/http://www.nsr.go.jp/data/000070006.pdf 
 
Q: ⼆ ⽇本原燃は⼆〇⼀⼀年⼗⽉⼗三⽇、「再処理施設アクティブ試験計画書（使⽤済
燃料による総合試験）」を公表した。同計画書では、アクティブ試験の終了条件として、
「ガラス溶融炉等の処理能⼒検査（⾼レベル廃液ガラス固化設備及び低レベル固体廃棄物
処理設備の処理能⼒）」、「製品中の原⼦核分裂⽣成物の含有率測定検査」、「製品の回
収率測定検査」を含む使⽤前検査が全て終了していること、「アクティブ試験結果を評価
することにより、しゅん⼯にあたって反映すべき安全対策等の有無について確認し、必要
に応じ保安規定の変更、認可を得ていること」等が挙げられている。当初の計画に反し、
⽇本原燃がガラス固化検査を先送りすることは不適切と考えるが、政府の⾒解を⽰された
い。 
A: ⼆について 

御指摘の「ガラス固化検査」は、「アクティブ試験」の⼀環として⾏われるものであるとこ
ろ、⼀並びに三の前段及び中段についてでお答えしたとおり、現在は、「アクティブ試験」
を⾏ったとしても、原⼦⼒規制委員会は、新規制基準への適合性を確認することはできな
いと考えられることから、必ずしも御指摘のように「先送りすることは不適切」であると
は考えていない。  
C: 新規制基準はあくまでも安全正常操業する上での基準であり、実際の操業が正常かつ安
全に運転されるのかは基準だけではわからない。⾃動⾞運転免許について⾔えば実地試験
がアクティブ試験に相当するものでないか。このとてつもない放射能を⾮密封で処理する
超危険施設を運転するのだから、導⽔試験、化学試験、ウラン試験そして最後に使⽤済燃
料を⽤いた総合アクティブ試験を実施してきたわけである。それを終了せず先送りし、し
ゅん⼯を済ませてしまおうとすることは、安全軽視の極みであろう。2022.8.23「六ケ所再
処理⼯場の概要」⽇本原燃はアクティブ試験の終了後にしゅん⼯と明記されていたがそれ
を反故にすることは⼈々の安全を全く軽視していると⾔わざるをえない。  
 
Q：三 使⽤済燃料の再処理の事業に関する規則（昭和四⼗六年総理府令第⼗号）第六条
の⼆（性能の技術上の基準）が⼆〇⼀三年に削除されたことを理由に、⽇本原燃の社⻑は
「ガラス溶融炉の処理能⼒に関する要求はなくなったというのが法令上の整理」と主張し、
ガラス固化検査を先送りする⽅針に転換した。同規則の削除を決定した主体及び削除した
理由を⽰されたい。 
また、有識者会議等の意⾒を受けて削除を判断したか⽰されたい。 
さらに、削除された同条第⼆号、第六号、第七号が規定していた再処理の処理能⼒や製品

の性質等の担保については、現⾏規則のどの条項に該当するか⽰されたい。 
A: 三の後段について （三の前段、中段の答弁は⼀でまとめてされた） 
お尋ねの趣旨が必ずしも明らかではないが、⼀並びに三の前段及び中段についてでお答え
したとおり再処理施設の性能が、新規制基準に適合しなければ、再処理施設を使⽤しては
ならないとしたものである。  
なお、旧再処理規則第六条の⼆第⼆号、第六号及び第七号において、「放射性廃棄物の廃棄
施設の処理能⼒が、申請書等・・・ に記載した能⼒以上であること」 「製品中の原⼦核
分裂⽣成物の含有率が、申請書等・・・に記載した値以下であること」及び「製品の回収
率が、申請書等・・・ に記載した値以上であること」とそれぞれ規定されていたところ、
これらについては、従来、旧法第四⼗六条の規定に基づく使⽤前検査において適合性を確
認すべき性能の技術上の基準として定められていたものであるあるが、新規制基準の策定
に伴い、これらの規定そのものは、適合性を確認すべき基準ではなくなったことから、旧
再処理規則から第六条の⼆を削除した。 
同条第⼆号、第六号及び第七号を含む同条に規定されていた、安全上必要な事項について
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は、現在、再処理施設の技術基準に関する規則(令和⼆年原⼦⼒規制委員会規則第九号) に
規定されているものである。 
C:質問の前段、中段については Q1 の答弁で答えられており、そこにコメントした。 
後段の質問については旧再処理規則第六条の⼆、第⼆号廃棄施設（溶融炉）の処理能⼒、
第六号製品中核分裂⽣成物の含有率、第七号製品（プルトニウム、ウラン）の回収率の担
保は「再処理施設の技術基準に関する規則」に規定されているとの答弁であるが同規則の
どの条項かも質問したが、答えられていなかった。実際に該当規則にあたってみたがどこ
にも担保されている条項はなかった。結局削除条項は他の規則で担保はされないままであ
る。念のため再度確認してみたいが、全く不誠実、⼈々の信頼を裏切る答弁であった。 
 
Q：四 ⽇本原燃は⼆〇⼀三年七⽉⼆⼗六⽇、「再処理施設アクティブ試験におけるガラ
ス固化試験結果等に係る報告書」を原⼦⼒規制委員会に提出した。しかし、その後、⼆〇
⼀三年⼗⼆⽉に新規制基準が施⾏されたことを理由にアクティブ試験を停⽌し、残ってい
る同試験については追加⼯事等の終了後、試験結果を取りまとめた報告書を作成すること
とした。原⼦⼒規制委員会は、⼆〇⼀三年に提出された同報告書の審査を⾏ったのか⽰さ
れたい。⾏っていない場合、その理由を⽰されたい。 
また、アクティブ試験の第五ステップで⾏われるはずだったＢＷＲ（沸騰⽔型軽⽔炉）燃

料を⽤いた試験は⾏われていない。同試験は再処理⼯場のしゅん⼯前に⾏われるべきと考
えるが、政府の⾒解を⽰されたい。 
A: 四について  
前段のお尋ねについては、平成⼆⼗五年七⽉⼆⼗六⽇付けで、⽇本原燃から、「再処理施設
アクティブ 試験におけるガラス固化試験結果等に係る報告について」(以下「報告書」と
いう。)が提出されたが、 当時、同年⼗⼆⽉から新規制基準が適⽤される予定であったこ
とから、原⼦⼒規制委員会としては、新規制基準への適合性の確認を優先して⾏うことが
必要であると判断し、同⽉の新規制基準の適⽤後これまで、当該確認を⾏ってきており、
報告書の内容についてお尋ねの「審査」は⾏っていない。  
後段のお尋ねについて、御指摘の「BWR(沸騰⽔型軽⽔炉)燃料を⽤いた試験」を含む「ア

クティブ試験」については、⼀並びに三の前段及び中段についてでお答えしたとおりであ
る。  
C: 2013 年 1 ⽉と同年 5⽉に PWR使⽤済燃料からの⾼レベル廃液を使⽤したガラス固化
試験の終了報告書が規制委員会へ提出されている。それまでトラブル続きのガラス固化が
全く問題なく B溶融炉、A溶融炉で終了したことは、果たして⽩⾦族を多く含む不溶解残
渣廃液が使⽤された試験だったのか等疑問視してきた。しかしいずれの報告書も新規制基
準への適合性の確認を優先して⾏うため、規制委員会で審査せずにきている。福島原発事
故を受けて 2012 年 9 ⽉原⼦⼒規制委員会が発⾜し、混乱期にあったまさにその時期の報
告書であり審査対応も⼤変であろうことは理解していたが、この重要な報告書を審査せず
13 年間も店晒しにしてきたことは奇妙なことである。⽇本原燃はこの報告書提出後国の審
査が済んでいないにかかわらず「⽩⾦族を含む実廃液で流下性の低下を起こすことなく運
転できることが確認済みである。」とし実廃液試験が全て終了しているかのように資料
（2026.5.20「ガラス溶融炉に関する漏えい確認について」）に記載している。PWR 燃料
については事業所としては⼀応終わっているようだが、BWR 燃料についてはまだ性能検
査が終了しておらずそのためアクティブ試験が終了できていない。 
原⼦⼒安全保安院から原⼦⼒規制委員会へと切り替わり時にきちんと引き継がれていなか
ったのではないか。 
 
Q: 五 ⽇本原燃は、使⽤前事業者検査では実廃液ではなく模擬廃液を⽤いるとしている。
⽇本原燃は⼆〇⼆六年四⽉⼆⼗七⽇、第五百⼋⼗回核燃料施設等の新規制基準適合性に係
る審査会合に「設⼯認申請の対応状況について」を提出した。同資料の「ガラス溶融炉に
関する漏えい確認について」という部分には、模擬廃液と実廃液の⽐較表が掲載されてい
るが、実廃液の成分にウランや超ウラン元素は記載されていない。また、同表の実廃液の
粘性・接触⾓・⽐抵抗の数値に注釈が付されており「実廃液の⽩⾦族成分等を模擬した⾼
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模擬廃液の溶融ガラスの値を記載。」とあった。⾼模擬廃液の値を実廃液の値のように記
載している。ウランや超ウラン元素の同位体は全て放射性核種であり、安定同位体はなく、
⾮放射性元素を⽤いてウランやプルトニウム含有実廃液に似せた模擬廃液を調製すること
は不可能と考える。使⽤前事業者検査で模擬廃液を⽤いることの是⾮について、政府の⾒
解を⽰されたい。 
A: 五について  
お尋ねについては、御指摘の「使⽤前事業者検査」で「模擬廃液」を使⽤しても、「実廃液」
と同様に、 ⾼レベル廃液ガラス固化建屋ガラス溶融炉における放射性物質の閉じ込め機能
の確認ができ得るものと考えており、令和⼋年五⽉⼆⼗⽇に開催された第⼗回原⼦⼒規制
委員会資料⼀において、「使⽤前事業者検査」において「閉じ込め機能の確認における検査
条件としては、実液⼜は模擬廃液のいずれを使⽤しても成⽴しうると評価する」としてい
るとおりである。 
C: 再処理⼯場では⾼濃度の放射能溶液や廃液を扱うため閉じ込め機能の確認は⽇常的に
も、また地震等の際にもその都度⾏われなければならない。2009 年 1 ⽉に溶融炉上部のフ
ランジから⾼レベル廃液が約 150リットル漏れる事故があったが、ガラス溶融炉から直接
漏れることはまず考えられない。ガラス材と模擬廃液を加え溶融炉で処理した場合の閉じ
込めについて、今まで導⽔試験、化学試験、ウラン試験などで確認がされてきたはずであ
る。なぜ今更溶融炉に限り⾏うことかと思う、実廃液を使⽤する⾃信がないので、溶融炉
試験を実施したとするアリバイ作りのためではないのか。閉じ込め機能よりも実廃液を使
⽤した場合にスムースに溶融炉から流下するかどうかが今もまだ解決がついていない⽩⾦
族問題である。なぜこの性能試験しないですまそうとするのだろうか。BWR燃料から発⽣
した⾼レベル廃液についてこの溶融炉アクティブ試験が残っている。 
 
Q: 六 再処理⼯場に現在保管されている⾼レベル実廃液、使⽤前事業者検査で使⽤する
予定の⾮放射性の⾼模擬廃液及び模擬廃液について、含有する元素名と含有率をそれぞれ
⽰されたい。また、実廃液に関し、ガラス固化対象である⾼レベル廃液、アルカリ濃縮廃
液及び不溶解残渣廃液について、含有する元素名と含有率をそれぞれ⽰されたい。 
A: 六について  
御指摘の「再処理⼯場に現在保管されている⾼レベル実廃液」には「⾼レベル廃液」 「ア
ルカリ濃縮廃液」及び「不溶解残渣廃液」が含まれるところ、お尋ねの「含有する元素」
の⼀例としては、それぞれ、セシウム、ナトリウム及びジルコニウムがあり、また、御指
摘の「⾮放射性の⾼模擬廃液」を「使⽤前事業者検査で使⽤する予定」はなく、また、御
指摘の「⾮放射性の ・・・模擬廃液」に「含有する元素」の⼀例としては、セシウムがあ
る。 お尋ねの「含有率」について、「⾼レベル廃液」「アルカリ濃縮廃液」及び「不溶解残
渣廃液」については、蒸発及び蒸発に伴う⽔⼜は硝酸の追加のたびに変動するものであり、
お⽰しすることは困難であり、また、「⾮放射性の ・・・模擬廃液」に関しては、⺠間企
業の個別の技術に関することであり、商業上の秘密に関することでもあるので、お⽰しす
ることは差し控えたい。  
C:⽇本原燃が各実廃液につい放射性核種とその量を測定しているはずでありすぐに上位
10核種程度は答えられるはずであるが、答えようとしない。各核種がどれだけ含まれてい
るか不明のままガラス固化できるはずがない。模擬廃液は⾮放射性であり⾃前で調整して
いるのだからすぐに答えられるはずであり、監督官庁でもそれを押さえているはずである。 
「「含有率」について、「⾼レベル廃液」「アルカリ濃縮廃液」及び「不溶解残渣廃液」につ
いては、蒸発及び蒸発に伴う⽔⼜は硝酸の追加のたびに変動する。」との答弁はおかしい、 
溶解成分の重量⽐は⽔の量が変動しても不変である。 
⽇本原燃申請書にあるプルトニウムとウランの回収率 98.2％のとき、1.8％が⾼レベル廃

液に含まれてくるとしてせん断分離 5年後廃液中の核種の重量⽐の多い順は以下と推定さ
れる。 238U＞137Cs>99Tc>93Zr>90Sr＞237Np＞135Cs>241Am>129I>243Am 
全て放射性核種であり、⾮放射性核種で同じ性質を持つ廃液を作ることは不可能である。 
実際に含まれる核種がわかると模擬廃液とは名ばかりの実廃液とは似ても似つかない 
ものであることがわかるため、商業上の秘密として逃げている。模擬廃液の組成が商業上
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の秘密だとは、このような姿勢で国は⼈々の安全を守れるのだろうか。 
3 種ある⾼レベル廃液のうち不溶解残渣廃液に最も多く⽩⾦族元素（ルテニウム、パラジ
ウム、ロジウム）を含むため、溶融炉にこの廃液を加えるとたちまち⽩⾦族の沈降が起こ
り炉の⽬詰まりが起こり流下できなくなり、未だに解決がついていない。東海再処理施設
は廃棄になっているが未だにこの問題でガラス固化できず困難を極めている。 
＊⽩⾦族以上に含まれているウランやプルトニウム等の超ウラン元素の存在も溶融炉の⽬詰まりに関係して
いるのではないかと推察している。 
 
Q：七 事故発⽣時に想定される被害の甚⼤さを考慮すれば、アクティブ試験を当初の計
画どおり終了させ、その結果を取りまとめた報告書を作成し、原⼦⼒規制委員会による厳
密な総合評価・審査を受けるべきである。これらを公開し、外部の専⾨家・市⺠等の意⾒
を募集した上で、再処理⼯場の操業の可否を慎重に判断すべきである。 
ガラス固化検査を含むアクティブ試験を先送りすることは、⽇本原燃が再処理⼯場を運転

する能⼒を有するか⼗分確認しないまま操業を許可することにつながり、容認できない。
アクティブ試験を含めた慎重な審査を⾏うことが再処理⼯場の重⼤事故を防ぎ、我が国の
⼈々を守ることにつながると考えるが、政府の⾒解を⽰されたい。  右質問する。 
A: 七について  
お尋ねについては、⼀並びに三の前段及び中段についてでお答えしたとおり、現在は、御
指摘の「アクティブ試験」を⾏ったとしても、新規制基準への適合性を確認することはで
きないと考えている。いずれにせよ、新規制基準に係る適合性審査及び原⼦⼒規制検査(核
原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の規制に関する法律第六⼗⼀条の⼆の⼆第⼀項の規定に
基づく原⼦⼒規制検査をいう。)により、新規制基準への適合性の確認を適切に⾏うことで、
重⼤事故を防ぐことにもつながるものと考えている。  
C: アクティブ試験をしても意味がないとするような答弁であるが、「アクティブ試験総
合評価等経過報告」＊（平成 22 年 6 ⽉ 28 ⽇）を⾒ると試験開始（2006.3.31）から第５ス
テップ中の（2010.3.31）までの不適合事項は合計で 981 件あった。不適合事項 679 件の原
因別発⽣件数は多い順に（作業管理 26％、経年劣化変化 17％、保修施⼯など作業ミス 7％、
当初考慮不⾜設備固有問題６％他）」と出ている。そのうち 49％が⼈的過誤によるものと
されていた。このような不適合（トラブル）の事項の重積により重⼤事故へと進⾏する。
このデータはアクティブ試験をしたことにより発⽣しわかったものであり、やらないとわ
からないことであった。新規制基準適合性審査でこのようなデータを得ることはできない。
このようなデータこそ安全のために必要であろう。これらを基に教訓をしゅん⼯へと反映
させるべきものとされ試験が⾏われてきている。再処理⼯場が⽇本原燃申請書通りに正常
に機能し、安全に運転できるかを⾒極める 20 年間⾏われてきた最も重要な総合実技試験
であるアクティブ試験の検証をせず、途中で新規制基準への適合性を確認できない（確認
しない）と答弁している。新規制基準で使⽤されている「再処理施設の技術基準に関する
規則」を⾒ても原発事故前の規則にあった⽇本原燃の申請書にあるガラス溶融炉の性能の
基準やプルトニウムとウランの製品回収率の基準等についてはどこにも記載されていない。
使⽤済燃料を再処理しプルトニウムとウランを回収する際の知識や理論、想定トラブルに
よる新規制基準では、実際に⼯場のプラントを動かしてみなければわからないことだらけ
であろう。ガラス固化がトラブル続きであることはそのことを⽰している。⼯場を実際、
正常に安全に動かせるか確認するために、アクティブ試験が必須であり、この反省をしゅ
ん⼯に⽣かし安全を確保しなければならない。 
アクティブ試験の検証をしっかり⾏い、この超危険施設を稼働させてよいのかどうかも含
めて検証するべきであろう。 
＊ 「再処理施設アクティブ試験第 5ステップ経過報告 及び アクティブ試験総合評価等経過報告」 
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  https://www.jnfl.co.jp/press/pressj2010/100628houkoku.pdf  
＊ 2013 年９⽉に密かに削除されパブコメされていた。同年 12 ⽉に施⾏。 

（旧）再処理規則 6 条の２（性能の技術上の基準） 
再処理規則：使⽤済燃料の再処理の事業に関する規則（正式名称） 

＜この条⽂は削除されており今⾒つけ出すことが困難です＞ 
（性能の技術上の基準） 
第六条の⼆ 法第四⼗六条第⼆項第⼆号の経済産業省令で定める技術上の基準は、次の各
号に掲げるとおりとする。 
⼀ 申請書等及びその添付書類に記載した警報装置、⾮常⽤動⼒装置その他の⾮常⽤装
置、安全保護回路及び連動装置（⼀定の条件が充⾜されなければ機器を作動させない装置
をいう。）が、申請書等及びその添付書類に記載した条件において確実に作動すること。 
⼆ 放射性廃棄物の廃棄施設の処理能⼒が、申請書等及びその添付書類に記載した能⼒以
上であること。 
三 主要な放射線管理施設の性能が、申請書等及びその添付書類に記載した性能を満⾜す
るものであること。 
四 再処理施設中⼈が常時⽴ち⼊る場所、再処理施設の使⽤中特に⼈が⽴ち⼊る場所その
他放射線管理を特に必要とする場所における線量当量率及び空気中の放射性物質の濃度
が、申請書等及びその添付書類に記載した値以下であること。 
五 核燃料物質が臨界に達することを防ぐ能⼒及び使⽤済燃料等を限定された区域に閉じ
込める能⼒が、申請書等及びその添付書類に記載した能⼒を満⾜するものであること。 
六 製品中の原⼦核分裂⽣成物の含有率が、申請書等及びその添付書類に記載した値以下
であること。 
七 製品の回収率が、申請書等及びその添付書類に記載した値以上であること。 
 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
関連法令 
（旧）原⼦炉等規制法：核原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の規制に関する法律 
 第 46 条（使⽤前検査） 
１ 再処理事業者は経済産業省令で定めるところにより、再処理の⼯事及び性能に 
ついて経済産業⼤⾂の検査を受け、これに合格した後でなければ再処理施設を使⽤しては
ならない。 
２ 前項の検査においては、再処理施設が次の各号に適合しているときは、合格とする。 
 ⼀ その⼯事が前条の認可を受けた設計及び⽅法によって⾏われていること 
 ⼆ その性能が経済産業省令で定める技術上の基準に適合するものであること。 
 
＊３１１前は国が使⽤前検査をしていました。現在は事業者がしており名称も使⽤前事業 

者検査になっています。 
＊第 46 条の２の⼆ の技術上の基準が上記再処理規則第 6 条の⼆です。 
 




